
★最高に薄くて軽いメガネを期間限定販売★

超薄型1.74非球面メガネセット
10/31 まで

①選べる超軽量フレーム

②国内産超薄型レンズ

③工房選べるケース付き
電話 33-7738（福岡銀行・赤間支店となり）
宗像市土穴二丁目 1-17    P/ 福銀うら兼用へ 20 台有り

glass

高品質 ３点セット

¥18,900

No.181 むなかたタウンプレス 平成22年10月1日 （2）お知らせ

市では、市の広報紙、ホームページに掲載する広告を募集しています。詳しくは情報政策課広報係☎0940（36）1055まで

「高額療養・高額介護合算制度」とは？
　
　医療と介護の両方のサービスを利用している世帯の
負担を軽減する制度です。
　みなさんが、病院や介護保険のサービスを利用した
時の自己負担額は、それぞれの保険制度に基づき月額
で限度額が設けられています。限度額を超えた分は、
申請して認められると、後から払い戻されます（高額
療養費と高額介護サービス費）。
　さらに、世帯の８月から翌年７月までの１年間の医
療保険と介護保険の自己負担額（高額療養費と高額介
護サービス費は差し引きます）を合計し限度額を超え
た場合、その超えた額が各保険者で配分され、払い戻
されます。

医療保険の自己負担額
月額で限度額が設けられています

「高額療養費」

「高額療養・高額介護合算療養費」
それぞれを合算し、年額で限度額を設けます

＊「高額療養費」「高額介護サービス費」の
　請求をしていない人は請求をしてください

介護保険の自己負担額
月額で限度額が設けられています

「高額介護サービス費」

■問い合わせ先

▽国保医療課国民健康保険係　　 ☎（36）１３６３

▽国保医療課後期高齢者医療係 　☎（36）１３４８

▽介護保険課介護保険係　　　　 ☎（36）４８７７

（例）70歳以上の一般世帯での計算
＊1年間同じ医療保険に加入の場合

自己負担額 夫（78歳） 妻（77歳） 世帯合計額 世帯限度額 支給額

医療費 40万円 10万円 50万円
56万円 39万円

介護費 5万円 40万円 45万円

▽支給額＝医療費（50万円）+ 介護費（45万円）－ 56万円＝39万円

（例）70歳未満の一般世帯での計算
＊1年間同じ医療保険に加入の場合

自己負担額 夫（68歳） 妻（66歳） 世帯合計額 世帯限度額 支給額

医療費 40万円 10万円 50万円
67万円 28万円

介護費 5万円 40万円 45万円

▽支給額＝医療費（50万円）+ 介護費（45万円）－ 67万円＝28万円

●70歳未満の世帯限度額
医療保険 被用者保険 国民健康保険

一般   67万円

上位所得者＊１ 126万円

住民税非課税世帯   34万円

＊１　上位所得者とは、被用者保険（国民健康保険以外）の場合、
　標準報酬月額が53万円以上の人です。国民健康保険の場合、

　　　保険税の算定基礎となる基礎控除後の総所得金額などが
　　　600万円を超える世帯

●70歳以上の世帯限度額
医療保険 後期高齢者 

医療保険＊２ 被用者保険 国民健康保険

一般 56万円

現役並み所得者
（医療費３割負担の人） 67万円

低所得者＊３
Ⅱ 31万円

Ⅰ 19万円

＊２　75歳以上の人と、65歳以上で一定の障がいがある人
＊３　低所得者Ⅰとは、住民税非課税世帯で、世帯全員の所得が0
　円（年金収入は80万円まで控除）の世帯。低所得者Ⅱはそ
　れ以外の住民税非課税世帯の人

所得や年齢に応じて限度額が決まります
　
　自己負担額の合算額から自己負担限度額を差し引い
た時、500円以上になる場合に限り支給されます。

支給対象者へ通知を送付
　国民健康保険、後期高齢者医療保険に加入している
人には、平成23年１月以降に世帯主へ手続きの案内
文書を送付します。ただし、平成21年８月から平成
22年７月までの間に、ほかの市町村から転入した場
合や、複数の医療保険（被用者保険、国民健康保険、
後期高齢者医療制度など）に加入していた場合は、送
付できないことがあります。
　案内文書が届いたら、国保医療課で支給申請をして
ください。申請には、健康保険証、介護保険証、印鑑、
療養費の振込口座番号の控えが必要です。被用者保険に
加入している人は、それぞれの医療保険に問い合わせを。
＊平成22年７月31日現在加入している医療保険者に
　申請してください

限度額は年額で計算
　８月１日から翌年７月31日までの分を計算します。
所得区分は７月31日に加入している医療保険の所得
区分が適用されます。

７月31日に加入の医療保険ごとに世帯合算
　医療保険と介護保険の両方に自己負担額がある世帯
が対象です（食費や居住費、差額ベッド代などは合算
の対象外）。
　70歳以上の人は、すべての自己負担額を合算の対
象にできますが、70歳未満の人は、同じ人が同じ月
内に同じ医療機関（入院・外来は別）に支払った自己
負担額が１カ月21,000円以上の場合、合算の対象と
なります。

高額療養・高額介護合算制度


